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研究要旨 
目的 有害業務に従事する労働者に対する歯科健康診断の実施状況の把握と実施率の向上

を図る観点から、2022年3月に労働安全衛生規則が一部改正され、事業場の人数にかかわら

ず、歯科健康診断の実施報告が義務付けられ、2022年10月1日より施行されている。これま

でにも、歯科健康診断は実施されてきたが、実施率が低い要因のひとつとして、統一され

た診断基準がなく、健診結果の比較検討が十分できなかったことがあげられる。本研究で

は、歯の酸蝕症の診断の基準を含む健診票ならびに問診票を新たに作成するための基礎資

料を得ることを目的とし、過去の文献から歯の酸蝕症の診断基準の検索を行った。 
方法 医学関連分野の文献情報を収集した医中誌WebならびにPub Medによる検索を行っ

た。 
 結果 歯の酸蝕症の健診基準、問診項目が示された27編の報告を基に検討した。国内外に

おいて、様々な健診基準が用いられていた。歯質の欠損の程度と範囲については、多くの

報告で数値化（グレード化）されていた。問診項目では、業務経験年数、作業内容、口腔

清掃習慣、喫煙、飲酒、食習慣、消化器系の既往や服薬の状況について項目として挙げら

れていた。歯の酸蝕症の有無と食習慣との間に、有意な差を示す報告はなかった。 
結論  歯の酸蝕症については、作業環境が劣悪な時代の重度な症状から、軽症化へ移行し

ており、初期症状をより細かく評価する必要がある。また、非職業性の歯の酸蝕症との鑑

別も重要であり、適切な問診項目の設定が求められる。今後、これらを踏まえた基準の明

確化を図り、問診項目や口腔内診査項目の標準化を進める観点から、健診基準の統一化を

図ることが必要である。 
 

 

A. 研究目的 
職業性疾病における口腔領域での症状と

して挙げられる歯の酸蝕症（歯牙酸蝕症）は、

1923年に硝酸、硫酸により発症した症例と

して、吉沢1）によって報告されている。酸は

製造業における基本的な物質であり、使用

される頻度も多く、1960年代まで歯の酸蝕

症の症例が多数報告されている。1972年に

制定された労働安全衛生法は、労働者の災

害防止のための安全と健康の確保（労働衛

生管理）を主眼としており、歯科医師におい

ても、酸取扱いの作業場における健康診断

と健康障害防止のための必要事項の勧告業

務が定められている。労働環境が整備され

改善が進んだことにより、1980年から現在

において、歯の酸蝕症の報告数は減少し、報

告2，3）される症例は軽度であると考えられて

いる。さらに、近年、食生活習慣による外的

要因、嘔吐や胃食道逆流症による内的要因

により発現する非職業性の歯の酸蝕症も問

題となっている。そのため、労働衛生におけ

る歯の酸蝕症の健診にあたっては、食生活

習慣、加齢、咬合（状態、習慣）などによる

非職業性の歯の酸蝕症など類似する症状と

の鑑別診断が重要となる。 
一方、有害業務に従事する労働者に対す

る歯科健康診断の実施状況について、常時

使用する労働者が50人未満の事業場におい

ては、歯科健康診断の実施率が非常に低い

ことも明らかになっている。このような状

況を踏まえ、2022年3月に労働安全衛生規則

の一部が改正され、使用する労働者の人数

にかかわらず、歯科健康診断野実施報告が

義務付けされ、2022年10月1日より施行され
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ているしかしながら、健診基準について、わ

が国において統一されているものはなく、

基準の明確化が必要とされている。そこで、

本研究では、歯の酸蝕症の診断の基準を含

む健診票ならびに問診票を新たに作成する

ための基礎資料を得ることを目的とし、過

去の文献から歯の酸蝕症の診断基準の検索

を行った。 
  
B. 研究方法 
情報の収集として、医学関連分野の文献情

報を収集した医中誌WebならびにPub Med
による検索を行った。索引用語としては、歯

の酸蝕症 OR 歯牙酸蝕症 AND 職業性疾

患、(dental OR enamel OR dentine) AND (e
rosion OR tooth wear) AND (occupational 
OR worker) AND (survey OR epidemiolog
y) AND diagnosisとした。 

 
C. 研究結果 
 検索から得られた文献は、92件であった

が、職業性疾患について報告されている27
件について検討した。 
1 健診基準 
それぞれの研究での診断基準と問診項目

等を表1に示す。対象物質では、硫酸、塩酸、

硝酸、粉塵、ワインテイスターであった。年

代は、1960年から2019年であった。診断基準

としては、ten Bruggen Cate らによる方法

が5編、Eccles & Jenkinsによる方法が5編、

Smith and Knight Index を用いた報告が4偏
にみられた。日本の報告では、日本歯科医師

会によるものが4編にみられた。診断基準と

しては、歯質の欠損の程度と範囲が数値化

（グレード化）されていた。エナメル質なら

びに象牙質の欠損と歯髄の露出の区別がお

こなわれるが、発症の段階におけるエナメ

ル質、象牙質ともに細かく分類した基準、エ

ナメル質のみを細分化した基準、または、象

牙質のみを細分化した基準がみられた。ま

た、歯牙単位ではなく歯面による分類と歯

面ごとの基準も示されていた。 
 
業務経験年数、作業内容については、ほぼ問

診項目として挙げられていた。口腔内状況

（鋭利な歯、短い歯、味、口腔乾燥、口呼吸、

歯肉からの出血、歯の痛み、口内炎、口腔内

の潰瘍、かゆみ、ひりひりするような痛み、

灼熱感）、また、食習慣（ジュースや酸味・

甘味食品の嗜好や摂取頻度）についても、非

職業性の歯の酸蝕症との鑑別において重要

であることが記載され、問診項目に挙げら

れていた。加えて、喫煙習慣，口腔清掃習慣、

消化器系の既往や服薬の状況についても項

目として挙げられていた。それぞれの結果

において、割合のみの評価、対照群との比較、

多変量解析での評価がみられた。口腔清掃

習慣において、歯の酸蝕症のある者が良好

であるとの報告もあるが、不良であるとの

報告もみられた。また、喫煙においても同様

であった。食習慣においては、歯の酸蝕症の

有無による有意な差が認められる報告はな

かった。 
 
D. 考察 
歯の酸蝕症の健診にあたっては、食生活

習慣、加齢、咬合（状態、習慣）などによる

非職業性の歯の酸蝕症など類似する症状と

の鑑別診断が重要となる。1923年に吉沢に

より、わが国で最初の歯の酸蝕症の基準が

「所謂酸気欠損の診断基準」1)として示され

ている。その後、星合らが、職業病として歯

牙酸蝕症に取り組み、「歯牙酸蝕症の診断基

準」33)を示している。歯牙酸蝕症の特徴とし

て、実質欠損の症状が大小様々であり、発生

は、酸の環境濃度、酸の種類、被爆時間、経

験年数、個体差（特に歯質）などをあげ、症

状から、歯の酸蝕症を規定する困難さにつ

いても述べている33）。国外においても、193
1年頃から、酸を扱う労働者の歯への影響が

報告5)されているが、診断基準として明文化

されたものは検索しきれていない。国内外

においても、戦後の復興期では、劣悪な労働

環境下での長時間労働の日常化による職業

病の発生増加が問題となり、歯の酸蝕症も

その一つとして挙げられていた7,8)。そのた

め、1952年に硫安工業会から、歯牙酸蝕症を

評価する基準8)が示され、1968年にTEN BRU
GGEN CATE7) が、２年間の追跡を含む55
5名を対象とした調査において、エナメル質、

象牙質の欠損に関する4段階評価に加え、エ

ッチング(Et)として、エナメル質表面の輪郭

はあるが、くすんだガラス状の外観を初期

の状態に加えた指標を示している。これは、

その後の研究においても用いられている。1
969年になると、森本により、これまでの指
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標に健全、疑問型を含む６段階の分類が示

された。この時期から、職場の健康管理、歯

牙酸蝕症の予防対策が必要であることが重

視され始め、治療よりも予防を優先するこ

とにシフトしている。1974年には、Eccles a
nd Jenkinsが、職業性の歯の酸蝕症に限らず歯

の酸蝕症を呈する患者の症例から4段階に分

類された指標を示している34)。1982年には、

日本歯科医師会が４段階分類の指標を示し

た。この指標では、1度、2度においてさらに

細分化されている。また、2010年には、上田

が1971年に示した基準を基に矢崎が上田の

基準の簡略化と±（E0）区分を加えた指標を

示した（表2）35)。Eは、dental erosionを意味

しており、う蝕診断のC1~C4をイメージした

ものとなっている。また、E0には、これまで

の指標でも示された「エナメル質表面の軽

度腐食（表面欠損）」に加え、①軽度酸蝕症

の疑い、②酸蝕度にかかわらず職業性酸蝕

症の疑い、③何らかの理由で確定診断がで

きない、を含んでいる。矢崎らは、歯の酸蝕

症において、職業性、非職業性の症状に明確

な違いはないことから、現時点での診断方

法は、症状の変化について経過を観察する

ことであり、職業性、非職業性、いずれかの

判断がつくまでは疑問型という形で経過を

観察すると述べている35)。この指標は、基本

的にう蝕の臨床診断に類似させたものであ

るため、一般臨床歯科医にも用いやすく、広

く普及している。 
ここ数十年、歯の酸蝕症は、国内外で注目

が高まっている。18～35歳の一般診療所の

通院者の約30％が進行した歯の酸蝕症を少

なくとも1本所有しているとの報告36）があ

り、有病率は高いことが指摘されている37）。

要因としては、酸性食品の摂取があげられ、

そのため、欧州歯科保存連盟（European Fe
deration of Conservative Dentistry）は、2015
年にコンセンサスレポートを公表している3

8）。ここでの診断基準では、Basic Erosive W
ear Examination（BEWE）を適した指標とし

て挙げている（表3）。このレポートで、歯

の酸蝕症の効果的な管理には、歯の酸蝕症

の初期徴候をスクリーニングし、すべての

病因要因を含むことと結論付けている。深

代らは、銅製錬所の硫酸を扱う企業による

歯の酸蝕所の報告により、8.0％に歯の酸蝕

症所見が認められたがその所見はすべて診

断基準に用いた日本歯科医師会の歯牙酸蝕

症の基準の第１度であり、歯の表面の光沢

の消失と皿状欠損のみであったと述べてい

る。また、従来、歯の酸蝕症はまず、光沢を

失い、その進展の結果、皿状欠損が生じると

されているが、光沢を保持した皿状欠損が

多い結果であり、要因として、酸の曝露量が

従来よりも低いために、欠損は微小となり、

再石灰化作用により光沢の回復が起こり、

光沢を保持した皿状欠損が生じる可能性を

述べ、光沢を残したままの皿状欠損の存在

を念頭に置く必要があるとも述べている。

矢崎らは、職業性の歯の酸蝕症において、近

代化された作業環境により歯の酸蝕症は軽

症化しているものの、今なお存在し、経時的

に進行する状況があることを報告している。

診断においては、歯の表面の微細な経年変

化について、視診では認められなかったも

のが写真では認められておりその有効性も

挙げられている。上述の通り、職業性の歯の

酸蝕症は、労働環境の改善により、軽症化が

起こっているものの、未だ、存在しているこ

とから、軽症化に対応した診断の基準が必

要であると思われる。また、食生活ならびに

薬剤、胃食道逆流症（GERD）など非職業性

の歯の酸蝕症増加による、職業性との明確

な鑑別には、その個人の持つ、食生活、全身

疾患の既往を含む、問診が重要であると考

えられるが、問診結果を数値化するなど、更

なる検討が必要であると思われる。加えて、

歯の酸蝕症の診断は、治療を目的とした診

断ではなく、健康管理のためであり、予防方

法を実践し、経過観察を重視すべきもので

あると考えられる。 
 
E. 結論 
 歯の酸蝕症の診断基準は、その発症機序

に基づいて、これまで決定されてきている。

また、作業環境が劣悪な時代の重度な症状

から、法整備などにより改善が図られたこ

とによる軽症化がみられ、初期症状をより

細かく評価する必要がある。一方、非職業性

の歯の酸蝕症の鑑別には、問診項目は必須

である。今後、これらを踏まえた基準の明確

化を図り、問診項目や口腔内診査項目の標

準化を進める観点から、健診基準の統一化

を図ることが必要である。 
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